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【空き家空き地対策について】
佐賀県国土利用計画 内容別インデックス

既存宅地を有効に活用するための課題について

既存宅地の前面道路が狭い等
使い勝手が悪いことも、既存
宅地が活用されにくい要因と
なっている可能性がある。

資料編 Ｐ23

再建築率が低下している現状について
持ち家住宅を建て替える際に、同じ場所で建
て替える比率が大幅に低下している。
世代の交代時に空き家が生じるリスクが高
まっている。
世帯数については、今後減少に転じることか
ら、空き家問題が今後さらに本格化する懸念
が大きい。

資料編 Ｐ23

空き家を所有するリスクを紹介するマンガ冊子
市町による空き家活用·定住促進策や危険空き
家の除却等の対策を進めるとともに、空き家
の発生予防策として、世代交代時の持ち家の
あり方等について、広く啓発が必要。

資料編 Ｐ24

マクロビ料理カフェ
農地付き定住促進住宅の取組み など

資料編 Ｐ42 43 47
【本編】
定住促進の取組みと空き家活用など（P2）、低未利用地などの課題
（P7 P10）、住宅地の考え方（P12）、工場跡地
の活用など（P20）、開発を必要最小限にとどめるための低未利用地の
活用（P14）、施策 土地の有効利用の促進（P22）、施策 土地利用転換
の適正化（P22）



【歩くライフスタイルについて】
佐賀県国土利用計画 内容別インデックス

『車中心』から『人中心』への仕掛けづくり

【熊本市花畑広場とその周辺エリア】
社会実験的な街中スペースが暫定設置され、
活用について実験的な取組が行われている。

資料編 Ｐ37

駐車場を減らして歩きやすい環境づくり

遊歩道·街路樹の整備、駐車台数の減車、車の
出入口を１か所に集約 などより歩きやすい
環境をつくる事例。

資料編 Ｐ37

車線を減らして歩きやすい環境づくり
【佐賀市による社会実験】
佐賀駅北口から佐賀市日の出（SAGAサンライ
ズパーク等）方面へ伸びる都市計画道路。
「歩きたくなる空間」「交流のための空間」
の整備、交通事故の防止など。

資料編 Ｐ38

佐賀市 わいわいコンテナ周辺
（歩行者優先の空間）

立地適正化計画による都市機能·居住
誘導区域の設定や歩いて暮らせる
まちづくりなど（概念図）

資料編 Ｐ 56  60

【本編】
都市部における「歩いて暮らせるまちづくり」（P10）
農山漁村における「歩いて動ける」小さな拠点づくり（P10）
持続可能で適正な県土管理を実現するための「歩いて動けるまちづくり」

（P20）



【山を大切に】佐賀県国土利用計画 内容別インデックス

山や棚田が「県土を守る力」について

「農業·農村の多面的機能」
（農林水産省資料）

資料編 Ｐ11

白石（佐賀）平野のクリークも大きな力を発揮

はりめぐらされたクリーク
が、利水に加え、大きな治
水効果を発揮。

資料編 Ｐ10

美しいさがの棚田
蕨野の棚田（唐津市）
浜野浦の棚田（玄海町）
江里山の棚田（小城市）
山田地区の棚田（みやき町）

資料編 Ｐ 40

【本編】
里地里山を持続的に利活用することの重要性（P3）

P5）
農山漁村における土地利用（P9 農地の考え方（P12）
森林ボランティアによる里山の保全活動（P17）
中山間地域における「小さな拠点」づくり（P20）



立地適正化計画について 国土交通省資料から抜粋
国の支援措置については事業ごとに確認が必要

居住誘導区域 都市機能誘導区域 歩いて暮らせるまちづくりなど

市町がまちづくりの担い手として策定することを呼びかけている
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〈 1. 県土の特性等について〉 
 県土の特性に関するデータ整理 P1 

農地の生産性 林地の利用率が高い  
地籍の整備率が高い  
持ち家比率が高い    など。 

 

 佐賀県への移住者数の推移 P4 

市町の支援策等による移住者が増えている。 

 人口、世帯数について P4 

人口は H7 年(1995 年)をピークに減少局面 
世帯数はなお増加局面。 

 宅地の面積目標の考え方について P5 

世帯数は間もなく大きな縮小局面を迎えること 
が予想される。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 課題 災害対応など  

〈 2. 災害について〉 
 過去の災害概要 P14 
 地震のリスクについて（全国地震動予測地図より抜粋） P18 
 土砂災害警戒区域等について P13 
 県内初の大雨による『特別警報』について P9 

 

〈 3. 自然と調和した防災など〉 
 白石平野の大きなダム P10 
 農業・農村の多面的機能 P11 
 県産木材によるクリーク整備 P13 
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 課題 所有者不明土地対策など  
 

〈 4. 所有者不明土地の利用の促進に関する特別措置法 関連〉 
 所有者不明土地や低 未利用地に関連する法律改正等 
の概要                                         P26 

 所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法 P27 
 都市再生特別措置法等の一部を改正する法律 P28 
 農業経営基盤強化促進法等の一部を改正する法律の概要 P29 
 森林経営管理法 P31 
 所有者不明土地等問題対策推進のための工程表 P33 

引き続き不動産登記の制度や土地基本法制に 
ついての検討が進められる予定。 

 

 

〈 5. その他所有者不明土地 関連〉 
 

 収用裁決申請に占める不明裁決の割合 P25 

佐賀県の公共事業では、地権者県民の協力が得ら
れている。 また、所有者不明土地を法的収用をか
けた事例が少ない。 

 持ち家住宅の再建築率の推移 P23 

再建築率が低下しており、今後世帯数減少が予想
されることとあいまって、今後いっそうの空き家
発生等が懸念される。 

 

 マンガで空き家所有のリスクを紹介（建築住宅課） P24 

これまでの危険空き家の取り壊し対策だけでな
く、ライフサイクルを踏まえて住宅を考えること
など、予防策としての広報啓発等が必要。 
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 事例紹介  
 

（さがの自然を活かした取り組みなど） 
 佐賀の棚田 P40 

蕨野の棚田（重要文化的景観 日本の棚田百選）、
浜野浦の棚田（日本の棚田百選）の紹介。 

 農地中間管理機構による農地集積の状況 P50 
 地域の名所が持つ自然エネルギー活用（佐賀市） P44 
 森川海人っプロジェクト P51 
 地域おこしに空き地を活用（多久市） P45 
 伝統的街並みと空き家（有田町） P46 
 農地取得緩和について（武雄市） P47 

（ネットワーク） 
 地域の拠点を活かすネットワーク（伊万里市） P48 
 ネットワークを使った買い物支援 P49 

（都市機能の強化など） 
 佐賀市による社会実験の結果など P38 
 SAGA サンライズパーク P52 
 子育てオフィス実証事業（小城市） P53 
 土地の有効活用による地域活性化（全国 国交省資料による） P54 
 駐車場の集約等について P37 
 空き店舗の活用（佐賀市）P57 
 立地適正化計画について P53 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典一覧 P61 
 



佐賀県（第５次）国土利用計画 資料編 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

    〈 1. 県土の特性について〉 
 

 



 

-8-



〇 地理・地形条件がよい
（ 険しい山や大きな災害が少ない、
里地里山が豊か）

〇 “いいとこ どり”(自然と都市的利便性)
ができる

〇 「自然の中で子育てしたい」、
「農業がしたい」に応える地域力がある

〇 農地付き空き家などが活用できる

〇 地価や賃料が安いため、
会社経営コストを抑えることができる

〇 豊富な農産物、安全安心が安く手に入る
（産直農産物等）

〇 地元志向・スローライフ志向の高まりに

対応できる

〇 可住地面積割合が全国より高い
（2016年：佐賀県55％ 全国32％）

〇 県東部が物流拠点として高い評価
〇 駅周辺のオフィス需要等が高まっている

（移住者意見）

食が豊か

物価が安い

経済的 （子どもが遊べる無料施設、
無料駐車場など）

福岡都市圏への交通手段が多様で安い

□ 農地

耕地利用率日本一

132％ H27.7

□ 林地

人工林率日本一

66% H24.3

□ 宅地等

地籍整備率日本一

99%     H30.3

土地利用が
活発

≪人口≫
〇1995年をピークに減少
〇移住者636人
（2017年度：前年度より1.7倍以上増）

〇社人研推計：2030年に約75万７千人
〇65歳以上が総人口に占める割合

2020年には30％を超える予想

さがの特性・強み

≪世帯≫
〇単独世帯、特に65歳以上の単独世帯が今後も増加

-1-



 
佐賀県では  農地の生産性が高く 

林地の利用率も高い 
 
 
（１） 本県の農地は、全国で最も生産性が高い。 
 

耕地利用率 
佐賀県 全国 全国比
132 % 92 % 約１．４倍 

 

2016 年（H28 年）耕地及び作付面積統計（農林水産省） 
200%となるため、本県の

耕地利用率は 100%を超える。 
 
（２） 本県の林地は、全国で最も木材生産への利用率が高い。 
 

人工林率 
佐賀県 全国
67 % 41 % 

 

2017 年（H29 年）森林資源現況調査（林野庁） 
 

 
（３） 本県では、地籍の整備が全国で最も進んでいる。 
 

地籍整備率 
佐賀県 全国 全国比
99 % 52 % 約１．９倍 

 

2017 年（H29 年）年度末 
国土交通省資料 

 
 
 
 
 
 
 
 

県土の 45％を占める林地の利用率が高く、 
また県土の 22％を占める農地の生産性が高い。 

さらに県土の 8％を占める宅地では、全国平均と 
比べて高い持家率や広い住宅敷地となっている。 

 
以上のように、県土の面的な広がりの中での土地の 

利用度は、全国平均と比べて極めて効率的なものと 
なっている。 
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佐賀県では  持ち家志向･１戸建て志向が強く 

住環境が充実している 
 
 
（１） 本県の住宅敷地は、全国平均と比較して、２割程度広い。 
 

の平均敷地面積 

佐賀県 全国 全国比
347 ㎡ 281 ㎡ １２３％ 

 

2013 年（H25 年）住宅･土地統計調査。31 表(佐賀県)及び 
33 表(全国)による。 
持ち家･1  
佐賀県の数値は持ち家･1 19 万 7  
同じく 2,630 ただし住宅･土地統計調査は抽出調査。 

 
 
（２） 本県の住宅の居室は、1人当たりでみると、全国平均より 

やや広い。 
 

1 人当たりの居室
の広さ 

佐賀県 全国
13.9 畳 13.5 畳 

 

2013 年（H25 年）住宅･土地統計調査。57 表(佐賀県)及び 66 表(全
国)による。 
持ち家･1  
佐賀県の数値は 293,700 世帯（普通世帯総数）の平均、全国の数値
は 52,298,000 世帯（同）の平均。ただし住宅･土地統計調査は抽出
調査。 

 
 
（３） 持ち家比率は、全国平均よりも高い。 
 

持ち家比率 
佐賀県 全国

全国比で８ポイント高い 70% 62% 
 
 
（４） 持ち家でかつ１戸建ての住宅の比率でみると、全国平均との

差はさらに大きい。 
 

持ち家かつ 1
建て住宅の比率

佐賀県 全国
全国比で１７ポイント高い

67% 50% 
 

(3),(4)共通 
2013 年（H25 年）住宅･土地統計調査。10 表(県及び全国)による。 
佐賀県は住宅総数 29 万 3 に占める割合。 
全国は住宅総数 5,210  
ただし住宅･土地統計調査は抽出調査。 
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佐賀県（第５次）国土利用計画 資料編 

 
 
 
 
 
 

    〈 2. 自然と調和した防災など〉 
 
 
 
 
 

    〈 3. 過去の主な災害について〉 
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6,800
2,200

-10-



-11-

農林水産省ホームページ「農業･農村の多面的機能」から抜すい
他にも洪水調節や水源涵養、生物多様性の保全等
さまざまな機能を有することが紹介されている。



-12-

農林水産省ホームページ「農業･農村の多面的機能」から抜すい  （H30年9月)
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○ 期間 ： 昭和２８年６月２５日～２９日
○ 氾濫した主な河川 ： 嘉瀬川・松浦川
○ 総降雨量 ： 富士町886mm 相知町745mm 伊万里市640mm
○ 主な被害 ： 死者59名 行方不明者3名 負傷者337名

家屋全壊319戸 家屋流出108戸 家屋半壊4,425戸
床上浸水37,895戸 床下浸水38,053戸

出典：佐賀県災異誌

嘉瀬川左岸（佐賀郡鍋島村）

田手川左岸（神埼郡神埼町） 戸ヶ里漁港（佐賀郡南川副町）

昭和２８年６月 豪雨（梅雨前線）

6月25日に朝鮮半島で発生した低気圧は、6
月28日まで朝鮮半島付近にあり、その後日本
海を東に進んで6月30日に秋田付近で消滅し
た。 この低気圧に伴う梅雨前線の活動は活発
で、日降水量は熊本で411.9mm（26日）、佐賀
366.5mm（25日）、福岡307.8mm（25日）などの
豪雨となった。 期間降水量は大分で718.7mm
に達したほか各地で600mm前後となった。 そ

れまでの大雨の影響もあって、熊本県で死者・
行方不明者が500名を越えたほか、福岡、佐賀、
大分、山口の各県で甚大な被害が発生した。

出典：気象庁HP

神埼郡神埼町枝ヶ里地区
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過去における主な災害の概要 
（佐賀県防災資料及び内閣府資料（全国）から抜すい） 

 

時期 災害の概要 備    考
（全国の状況･被害の種別など）

昭和 20 年 
昭和20年(1945年)９月（枕崎台風）死者行方不明者
は 
101名。倒壊住家304棟。 

全国死者行方不明者
 3,756 人 

昭和 24 年 
昭和 24 年(1949 年)８月（ジュディス台風）死者行方不明
者９５名。全壊２３４棟。流失１２８棟。半壊６１０棟。 

昭和 28 年 
昭和 28 年(1953 年)６月（大雨）家屋や田畑の流失、埋
没、橋の流失など年間県民所得の６割に相当する巨額
の被害。死者行方不明者６２名。 

全国死者行方不明者
 1,013 人 

昭和 31 年 

昭和 31 年(1956 年)８月１７日（台風第９号）（高潮）最強
風時と有明海沿岸の満潮時が重なって約１．４ｍの気象
潮が加わった。田畑が壊滅し農作物に甚大な被害。大
福搦などでは入植者住宅が軒近くまで水没するなど４０
年ぶりという大災害。 

  

昭和 37 年 
昭和37年(1962年)7月（大雨）死者行方不明者は 
６２名。   

昭和 38 年 

昭和 38 年(1963 年)１月～２月上旬（大雪等）冬型の気圧
配置が１か月以上も続き、積雪と低温による凍結のため
通学、通勤、物資の輸送に困難を極めるなど、各種産業
交通運輸に甚大な被害を与えた。農林水産業の推定被
害額が２３億円にものぼるとともに、県内商業の売上高が
平年比３４億円減と見込まれるなど中小企業の経営にも
大きな支障が生じた。 

  

昭和 38 年 
昭和 38 年(1963 年)６月の大雨（大雨）死者１５名。山、が
け崩れ９２６か所。家屋の流失埋没による全半壊は１８１
戸。 

  

昭和 43 年 

昭和 43 年(1968 年)２月１４日～１５日（大雪等）佐賀県で
は７０年ぶりといわれる大雪。農産部門では、県内茶園
の９０％、ハウス関係の野菜は全面積の７３％、みかん栽
培の１７％が被害を受け、その他電話線の不通、バスの
運休等、被害額は５９億円以上。 

  

昭和 55 年 
昭和 55 年(1980 年)８月（大雨）死者４名。床上浸水３，０
０６戸。床下浸水１６，９６５戸。 

  

昭和 60 年 

昭和 60 年(1985 年)８月３１日（台風１３号）（高潮）台風が
通過の際満潮と重なり、大浦でＴ．Ｐ上３．２１ｍ、湾奥の
住ノ江では４．８１ｍに達する高潮を観測した。有明海に
注ぐ本庄江、新川など１５河川で大波に洗われて堤防の
法面が崩壊し、久保田町では防潮堤防の上部が２０ｍに
わたって半壊して海水が流入した。床上浸水２７９戸。床
下浸水を含めると１，０００戸以上。芦刈町では六角川河
口と福所江川に避難係留中の漁船１５０隻が高波を受け
堤防や道路などに打ち上げられた。 

 高潮 

平成 2 年 
平成 2 年(1990 年)６月２８日～７月３日（大雨）死者２名。
床上浸水４，６３５戸。床下浸水２１，１１３戸。 

  

平成 3 年 
平成 3 年(1991 年)９月１３日～１４日（台風第１７号）死者
２名。全壊９戸。半壊１０２戸。一部損壊１１０戸。 

  

 H3年9月 
 (台風17号,19号) 

平成 3 年 
平成 3 年(1991 年)年９月２７日（台風第 19 号）全壊２３
戸。半壊６７３戸。一部損壊３４，２０８戸。 
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時期 災害の概要 備    考
（全国の状況･被害の種別など）

平成 16 年 

平成 16 年(2004 年)６月２７日の竜巻災害。被害の範囲
は、佐賀市で約８㎞、鳥栖市で約１．３km。軽症者１５
名。全壊家屋１５棟。半壊家屋２５棟。一部損壊家屋３７
７棟。ビニールハウスの倒壊や店舗の損壊など。 

 竜巻災害 

平成 18 年 

平成 18 年(2006 年)９月１６日～１８日の台風（台風第１３
号）及び秋雨前線豪雨。死者３名（伊万里市及び唐津市
の土砂災害）。有明海沿岸地域一帯を中心に大豆等の
農産物に甚大な被害。水稲は過去最悪の作況指数。佐
賀市で５０．３m/s の最大瞬間風速（観測史上３位）を観
測。停電１２４，１００世帯（１７日午後８時）伊万里市で９９
㎜、唐津市枝去木で８９㎜と最大１時間降水量の極値を
更新。 

 
 平成18年(2006年)9月 
（台風13号及び秋雨前線 
  豪雨） 
 大雨、地すべり、土砂崩れ 

平成 18 年 

平成 18 年(2006 年)9 月（台風 13 号及び秋雨前線豪雨）
（土砂災害）（伊万里市南波多町府招の地すべり）伊万
里市南波多町府招の国道２０２号線脇の山で幅約１００
ｍ、奥行き約１７０ｍにわたる地すべりが発生。家屋全壊
２戸。半壊１戸。 

平成 18 年 

平成 18 年(2006 年)9 月（台風 13 号及び秋雨前線豪雨）
（土砂災害）（唐津市相知町田頭の土砂崩れ）集落の背
後の斜面が幅約３００ｍ、高さ約５０ｍにわたって崩れ、
民家１棟が全壊、４棟が半壊、３人が軽傷。住宅数戸が
孤立状態。 

平成 22 年 

平成 22 年（2010 年）7 月 14 日の土石流災害。吉野ヶ里
町永山地区土石流災害 人家損壊４戸。非住家全壊７
戸。橋梁被災２橋。消防施設損壊１施設。県道中原・三
瀬線寸断。町道永山・坂本峠線寸断。 

 土石流災害 

  

平成23年（2011年）3月11日 
 東日本大震災（M9.0） 
災害関連死を含め、 
全国死者･行方不明者21,839人 

 

平成 28 年 

平成 28 年(2016 年)１月２４日～２５日（大雪･低温等）白
石で観測開始以来最低となる氷点下 9.6 度。大雪や低
温の影響で道路、鉄道、船舶、空の便など交通障害や
車のスリップ事故が発生。低温の影響で県内各地にお
いて水道管損傷などにより、約18,000世帯が断水。唐津
市と伊万里市へ自衛隊の災害派遣要請。唐津市神集島
では強風と雪の影響で電線が切れ、約 100 世帯が停電
した。 

 大雪･低温等 

平成 28 年 
平成 28 年(2016 年)９月２８日の竜巻災害。佐賀県佐賀
市から神埼市にかけて竜巻が発生。住家の屋根瓦や樹
木などに被害があった。 

 竜巻災害 
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内閣府資料「日本の災害対策」から抜すい
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確率論的地震動予測地図：震度の分布 

今後３０年間にその値以上の揺れに見舞われる確率が３％となる震度 

（平均ケース・全地震） 
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確率論的地震動予測地図：震度の分布 

今後３０年間にその値以上の揺れに見舞われる確率が３％となる震度 

（平均ケース・全地震） 
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佐賀県（第５次）国土利用計画 資料編 

 
 
 
 
 
 

〈 4. 空き家空き地、所有者不明土地問題〉 
 
 
 
 
 
 

〈 5. 所有者不明土地の利用の 
促進に関する特別措置法 関連  〉 
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○ これまでの空き家バンクによる利活用や危険空き家のと
りこわし等の対策に加えて、危険空き家の発生予防策が
必要です。

○ 佐賀県（建築住宅課）では、空き家を空き家のまま所有
することのリスク等を広く周知するマンガ冊子を作成し
ました。
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所有者が不明である土地等に対する法的収用手続きについて 
（収用裁決件数に占める不明裁決の割合） 

 

年度 
収用 
裁決 
(A) 

うち不明
裁決(B) 

(B)/(A) 

（全国） 

H10 146 件 32 件 22% 

（全国） 

H28 154 件 60 件 39% 

 
（県）  

S31～ 

現在 
31 件 1 件 3% 

 

佐賀県収用委員会事務局集計 
 

 

(1) 収用裁決件数は、全国の都道府県収用委員会による 
権利取得裁決の件数。 

(2) 佐賀県分は、土地収用法施行後の全ての案件の累計。 
(3) 概して増加傾向にあるが、年によってばらつきがある。 
(4) 佐賀県 (国事業) の不明裁決は H25 年度の 1 件のみ。 

  

物件(山林)の法定相続人 28 名のうち 1 名の存否が、 
関係戸籍の除籍･破棄のために証明できなかったもの。 

 
 
------------------------------------------------------ 
 不明土地発生の主な原因 
           土地所有権の細分化、低未利用地化、未登記など 
------------------------------------------------------ 
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(1) 所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法 
平成 30 年 3 月 9 日国会提出 
成立日：平成 30 年 6 月 6日 
公布日：平成 30 年 6 月 13 日 
施行日：公布の日から起算して六月を超えない範囲内において政令で定める日 
    （一部規定を除く） 
国土交通省土地・建設産業局企画課、法務省民事局参事官室、民事第二課 

 
 
〇  反対する権利者や建築物がなく、現に利用されていない所有者不明土地につ
いて、一定期間の利用権を設定し、ポケットパーク等として利用する制度（地
域福利増進事業）を創設。（所有者が現れた場合等は期間終了後に原状回復。）
など 
 

 
(2) 都市再生特別措置法等の一部を改正する法律 
平成 30 年 2 月 9 日国会提出 
成立日：平成 30 年 4 月 18 日 

  公布日：平成 30 年 4月 25 日 
施行日：公布の日から起算して三月を超えない範囲内において政令で定める日 

国土交通省 都市局都市計画課 住宅局市街地建築課 ほか 
 

 
 （都市のスポンジ化対策） 
〇 市町が低未利用地の利用促進をコーディネートし、土地利用の集約化を促す。 
 

 「低未利用土地権利設定等促進計画」を作成。 
 「低未利用土地利用等指針」を作成し、地権者への援助や 
  勧告を行う。等 

 
（主な目標･効果（全国）） 
立地適正化計画を作成した市町のうち、今後 10 年間に、居住誘導地域に
占める低未利用地の割合が、低下又は現状維持の市町の割合を７割以上
とする。 

 
 
(3) 農業経営基盤強化促進法等の一部を改正する法律 
平成 30 年 3 月 6 日国会提出 
成立日：平成 30 年 5 月 11 日 
公布日：平成 30 年 5 月 18 日 
施行日：公布の日から起算して六月を超えない範囲内において政令で定める日 
（特段の定めがあるものを除く） 
施行     平成 30 年 11 月 17 日以前（政令）   

農林水産省 経営局農地政策課 
 

 
〇 全農地の約 2割(93.4 万 ha)を占める相続未登記農地等について、みなし同意
の手続きを設けるなどして、農地利用の促進を図る。 
 

 
(4)森林経営管理法 
平成 30 年 3 月 6 日国会提出 
成立日：平成 30 年 5 月 25 日 
公布日：平成 30 年 6 月 1日 
施行日：平成 31 年 4 月 1日 

林野庁企画課 
 

 
①森林所有者の責務を明記（適切な森林管理を行わなけらればならない） 
②林業の経営を担い手等に集約（市町が委託を受け担い手林業経営者に委託な
ど） 
③所有者不明森林についても、みなし同意の手続きを設けるなどして 
担い手への林業経営の集約を図る 
 

 
 

所有者不明土地や低未利用地に関連する法律改正等の概要 
第 196 回国会（平成 30 年 常会）における法律案関係分 
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佐賀県（第５次）国土利用計画 資料編 

 
 
 
 
 
 
 
 

    事例紹介  
 
 
 
 

    （佐賀県における特徴的な取組） 
         ・歩くライフスタイル 
     ・山を大切に 
     ・空き家の活用 
     ・都市の高度利用 等 
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佐賀市による社会実験の結果など H30(2018)年9月

7日間、車線を４車線から
２車線に減じ、歩行者と
自転車のスペースを確保。



▲歩行者と自転車の通行空間を分離しました
（アンケート結果）
○歩行者と自転車の分離
・特に、普段から危険や不安を感じている利用者か

ら高い評価を受けました。
○自転車利用者からの意見
・「自転車道が狭く感じた」「双方向での走行に危

険を感じた」といった意見も寄せられました。
○ドライバーからの意見
・車線数減少により、「道路が混雑したと感じた」

「停車車両を追い越しにくかった」という意見が
寄せられる一方、「路上駐車が減った」「自転車
を目視しやすかった」という意見も寄せられまし
た。

・また、「わき道から出るときに左右を確認しづら
い」といった、双方向通行の自転車道の危険性を
指摘する意見も寄せられました。

（社会実験の背景など）
佐賀駅北口から佐賀市日の出（文化会館･総合
運動場）方向へ伸びる都市計画道路。
「歩きたくなる空間」「交流のための空間」
の整備、交通事故の防止など。

佐賀市による社会実験の結果など
H30(2018)年9月

佐賀市公表資料「市道三溝線再整備検討会だより」等から作成。
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山村の泊まれる古民家図書館

〇古湯温泉街にある、10年ほど空き家になっていた築110年の古民家を「泊まれる図書館」
として活用している事例。

〇宿泊客の食事や風呂は温泉街を利用してもらい、1200冊の蔵書と寝る場所だけを
提供するスタイルとなっている。

空き家（予備軍）の活用

地域の景観維持
（佐賀市富士町：「暁」 ）
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山村の古民家でマクロビ料理カフェ

〇築80数年の山村の建物（もと製材所）を、マクロビ料理を提供するカフェと
宿泊施設にリノベーションした事例。

〇里山散策だけでなく野菜収穫や調理体験等もできる田舎暮らし体験の
場や食事メニューと組み合わせたデトックス・ダイエット合宿の場としても活用。

空き家（予備軍）の活用

地域の景観維持

（佐賀市富士町：「三調家」）
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地域の名所が持つ自然エネルギー活用
再生可能エネルギー

小環境負荷

・ 佐賀市三瀬村の名所である『洞鳴の滝』を活用した環境学習
施設として、H30年7月に当施設がオープンした。

・ 中山間地域の名所の整備・保存＋環境学習・啓発の拠点と
しての活用＋地域の集会施設としての機能、といった面を併せ
持つ施設である。

▼ 『洞鳴（どうめき）の滝ふれあい館』

・ 水力発電施設は滝付近の水流をエネルギー源とした24時間の
発電態勢で、別に太陽光発電施設も併設されている。

・ 太陽光発電4.4kwは施設の自家消費として使用し、水力発電
2.8kwは、売電することで施設運営費用をカバーするという自給
自足型の施設運営が目指されている。

・ 公的施設の将来像の一つを示すものと考えられる。

▲ 洞鳴（どうめき）の滝の清流

この滝は嘉瀬川上流の、多くの水
量が確保できる箇所にあり、小水
力発電に適している。
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地域おこしに空き地を活用
空き地問題

多様な主体による取組

既存ストックの活用

多久市では、地元有志や街づくり社団法人等が連携し、中心街の空き地、
空き店舗の活用に向けた取り組みが進められている。

例えば、『春のパンまつり』と題し、駅前空き地も活用してのパン市場などのイ
ベントと併せ、街なかの壁にアーティスト作品を施すウォールアートなどの“仕掛
け”にも取り組まれている。

こうした取り組みを通じて、街なかの交流人口増と、事業者の呼び込み（街
なかでの出店）が最終目標として目指されており、創業支援にも取り組まれて
いる。

△まちの賑わいづくりを狙ったウォールアート 1

駅近くの空き地を活用したイベントの
一つ “パンまつり ”。
出店された14店舗のパンは午前中で
売切れという盛況。

H30年時点で、すでにこうした取組の成果が現われ始めており、例えば交流
人口については確実に増加し、また、空き地・空き店舗などへの出店もじわじ
わと着実に増え、街なかの低未利用地活用が今後期待される。
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伝統的町並みと空き家
空き地空き家問題

多様な主体による取組

既存ストックの活用
◆有田町内山地区には、まちづくりの拠点として『まちのオ
フィス 春陽堂』が開設され、地域おこし協力隊、有田町が連
携し、独自の取組を通じて空き家・空き店舗解消と併せ伝統
的町並みの維持がはかられている。

◆宿泊体験も含めた空き家見学ツアーにより、家主と移住希望
者とのマッチングに取り組むほか、出店検討者向けには『うちや
ま百貨店』と銘打ったお試しの出店イベントや空き店舗ツアーを
開催し、出店時の感覚を肌で感じてもらう取組などを進めている。
◆活動拠点『春陽堂』も空き店舗を活用したもの。有田町のサテ
ライトオフィスとしても機能。

◆更に陶芸ができるアトリエを備えるクリエイター向けのシェア
ハウスの提供など、窯業・陶磁器にかかる地域特性を活かし
た企画にも積極的に取り組まれている。

出店検討をしている人が数日間
実際に店舗経営するイベント『うち
やま百貨店』開催時のまちの様子。

シェアハウスの
アトリエ

まちのオフィス 春陽堂

◆伝統的な町並み、地場産業といった地域資源とスローライフ指向、クリエーター
指向などをうまく組み合わせた取組みだが、この発想は他地域の空き家空き店舗
対策にも通じるヒントがある。
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農地取得緩和について

定住促進を目的とした要件緩和は
佐賀市、多久市でも行われている。

武雄市の取組み例
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地域の拠点と交通ネットワーク 拠点+ネットワーク

公共交通網の再編

○伊万里市黒川町では、住民組織が中心となって運営する町内巡回コミュニティバス
『くろがわ号』の運行を平成30年３月からスタートしている。 経路マップ

公民館の大型モニターには、『くろが
わ号』の現在地を表示

○また、試験的な取組みではあるが、地元ＩＴ系企業と連携し、ドローンで撮影した町内映像
の車内での鑑賞など、楽しくバスに乗れる仕組みづくり、クラウドシステムを活用した運行ルー
ト、ダイヤ改善も検討されている。

くろがわ号

○巡回ルートの中心となる黒川公民館は市役所の出張所機能を備えており、かつ、その周辺
にはスーパーや金融機関、病院など生活に必要な都市機能が集中していることから、 “地域
の拠点”として位置付けられる。

『くろがわ号』はその“地域の拠点”と周辺の住宅地を結ぶ交通ネットワークとして注目したい。

『くろがわ号』の車内
モニタ
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ネットワークを使った買い物支援 地域間ネットワーク道路

通信

▲移動スーパー『とくし丸』
吉野ヶ里町と高齢者見守り協定を締
結している。

・地域での移動販売は、採算や効率性が課題で
事業継続できなかった事例も多いと言われるが、
近年ではそうした課題を克服しながら積極的に
移動販売を進める動きがある。
・写真の『とくし丸』は、平成29年に県内で事業が
開始され、主に吉野ヶ里町、神埼市、佐賀市三
瀬を巡回し中山間地などの買い物需要に対応し
ている。
・また、地元自治体と“高齢者見守り協定”を結び、
高齢者への声かけ、見守りの役目も担っている。

・今回紹介した『とくし丸』のほかにも大手コンビニチェーン等の移動販売車が武雄市、伊万里市などを巡回しており、店舗
の少ない地域の買い物支援に貢献している。
・一方で、電話やスマホなど通信ネットワークを通じて注文できる“ネットスーパー”事業では、従来の通信販売では扱いが限
定的だった野菜など生鮮品の小口配達も可能なケースが多くなっている。

・道路網や通信ネットワークの活用が地域の買い物弱者をどう支えていくか、今後の展開が期待される。

▲移動販売中のとくし丸、近所の人が生鮮品、
飲料、総菜、菓子、パン、日用品等を購入している。

・利用者からは、「巡回のたびに購入している。回ってきてくれるので助かっている。」、「以前、買い物に行き、両手に荷物
を持って帰っていて、腰を痛め入院した。今は、家の近くまで来てくれ、助かっている。」といった意見と併せ、「自分は車を
運転するが、移動販売が長く続くように、できるだけ移動販売を利用している。」等の声もあり、事業継続を願っての地域
での買い支え意識も芽生えているようだ。
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出典：「農地中間管理機構による農地集積の状況（平成29年度）」
（農林水産省HP）
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都市の高度利用について



-53-

小城市による子育てオフィスの実証事業（小城市の発表資料から）
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土地の有効活用による地域活性化 まちなかの快適居住空間の
再開発など
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駐車場施策ガイドラインで紹介された
佐賀市の  にぎわい創出事例

広場整備によるにぎわい創出
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立地適正化計画について
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